
議案第９３号 

 

   大口町特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例の一部 

   改正について 

 

 大口町特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例の一部を改正する

条例を別紙のように定めるものとする。 

 

  令和元年１１月２９日提出 

 

 大 口 町 長  鈴 木 雅 博   

 

 （提案理由） 

 この案を提出するのは、特別職の職員で常勤のものの給与に関して、国家公務員

の指定職に準じた給与改定を実施することに伴い、この条例の一部を改正するため

必要があるからである。 
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大口町特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例の一部

を改正する条例 

 

第１条 大口町特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例（昭和３６

年大口村条例第３号）の一部を次のように改正する。 

  第４条第２項中「期末手当基礎額に、」の次に「６月に支給する場合において

は」を、「１００分の１６７．５」の次に「、１２月に支給する場合においては

１００分の１７２．５」を加える。 

  別表第２(2) 外国旅行の場合の表備考１を次のように改める。 

  １ 指定都市、甲地方、乙地方及び丙地方の区域の区分は、一般職の職員の例

による。 

第２条 大口町特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例の一部を次

のように改正する。 

第４条第２項中「、６月に支給する場合においては１００分の１６７．５、１

２月に支給する場合においては１００分の１７２．５」を「１００分の１７０」

に改める。 

   附 則 

 （施行期日等） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条の規定は、令和２年４月

１日から施行する。 

２ 第１条の規定による改正後の大口町特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費

に関する条例（以下「新条例」という。）第４条の規定は、平成３１年４月１日

から適用する。 

 （期末手当の内払） 

３ 新条例の規定を適用する場合においては、第１条の規定による改正前の大口町

特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例の規定により支給された

期末手当は、新条例の規定による期末手当の内払とみなす。 
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第１条関係 

大口町特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例の一部改正新旧対照表 

新 旧 

（期末手当） （期末手当） 

第４条 略 第４条 略 

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に、６月

に支給する場合においては１００分の１６

７．５、１２月に支給する場合においては１

００分の１７２．５を乗じて得た額に、基準

日以前６月以内の期間におけるその者の在職

期間の次の各号に掲げる区分に応じ、当該各

号に定める割合を乗じて得た額とする。 

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に、１０

０分の１６７．５を乗じて得た額に、基準日

以前６月以内の期間におけるその者の在職期

間の次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号

に定める割合を乗じて得た額とする。 

(1)～(4) 略 (1)～(4) 略 

３ 略 ３ 略 

別表第２（第９条関係） 別表第２（第９条関係） 

(1) 略 (1) 略 

(2) 外国旅行の場合 (2) 外国旅行の場合 

略 略 

備考 備考 

１ 指定都市、甲地方、乙地方及び丙地方

の区域の区分は、一般職の職員の例によ

る。 

１ 指定都市とは、町長が規則で定める都

市の地域をいい、甲地方とは、北米地

域、欧州地域及び中近東地域として町長

が規則で定める地域のうち指定都市の地

域以外の地域で町長が規則で定める地域

をいい、丙地方とは、アジア地域（本邦

を除く。）、中南米地域、大洋州地域、

アフリカ地域及び南極地域として町長が

規則で定める地域のうち指定都市の地域

以外の地域で町長が規則で定める地域を

いい、乙地方とは、指定都市、甲地方及

び丙地方の地域以外の地域（本邦を除

く。）をいう。 

２ 略 ２ 略 

 

  

- 3 -



 

第２条関係 

大口町特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例の一部改正新旧対照表 

新 旧 

（期末手当） （期末手当） 

第４条 略 第４条 略 

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に１００

分の１７０を乗じて得た額に、基準日以前６

月以内の期間におけるその者の在職期間の次

の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定め

る割合を乗じて得た額とする。 

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に、６月

に支給する場合においては１００分の１６

７．５、１２月に支給する場合においては１

００分の１７２．５を乗じて得た額に、基準

日以前６月以内の期間におけるその者の在職

期間の次の各号に掲げる区分に応じ、当該各

号に定める割合を乗じて得た額とする。 

(1)～(4) 略 (1)～(4) 略 

３ 略 ３ 略 

 

 

- 4 -


